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           政府税制調査会の年明け以降の審議状況（実績）     企画 14－１ 

 

○平成 19 年 1 月 22 日(月) 総会 

・会長互選 

・平成 19 年度税制改正案の概要等（報告） 

 

○平成 19 年 2 月 9 日(金) 企画会合 

・日本経済の進路と戦略 

 ―内閣府― 

・わが国経済社会の構造変化の「実像」について 

 ―財務省― 

 

○平成 19 年 2 月 20 日(火) 企画会合 

・少子化・高齢化の現状と対応について 

 ―厚生労働省、内閣府― 

・格差を巡る現状認識等について 

 ―内閣府― 

 

○平成 19 年 3 月 9 日(金) 企画会合 

・調査分析部会の設置等について 

 

○平成 19 年 3 月 9 日(金) 調査分析部会 

・部会長互選 

・これまでの税制改革の流れ、主要国の税制改革の動向等について 

 ―財務省― 

    

○平成 19 年 4 月 13 日(金) 企画会合・調査分析部会合同会議 

・海外調査（フランス、ドイツ、オランダ）報告 

・税制改革の背景 

 ―中里実 税調特別委員― 

 

○平成 19 年 4 月 23 日(月) 企画会合・調査分析部会合同会議 

・これからの社会保障と「持続可能な福祉社会」 

―広井良典 千葉大学教授― 

・企業負担と経済活性化の関係について 

―加藤久和 税調専門委員― 

 

○平成 19 年 5 月 11 日(金) 企画会合・調査分析部会合同会議 

・日本の所得・消費格差と再分配構造 

―大竹文雄 税調専門委員― 

・海外調査（シンガポール、韓国）報告 

 

○平成 19 年 5 月 17 日(木) 企画会合・調査分析部会合同会議 

・グローバル化する経済の中での税制の課題 

―マイケル・キーンＩＭＦ財政局税制課長― 



○平成 19 年 5 月 22 日(火) 企画会合・調査分析部会合同会議 

・社会保障をめぐる税財源と保険料財源 

―土居丈朗 税調専門委員― 

   ・租税原則としての「公平」と「公正」 

―吉村政穂 税調専門委員― 

   ・公益法人制度改革の現状等 

    ―内閣府・財務省― 

 

○平成 19 年 6 月 8 日(金) 企画会合 

    ・フリーディスカッション 

○平成 19 年 6 月 15 日(金) 調査分析部会  

 ・我が国の金融税制のあり方について 

  ―國枝繁樹 税調専門委員― 

 ・法人税の転嫁と帰着について 

  ―土居丈朗 税調専門委員― 

 

○平成 19 年 6 月 22 日(金) 調査分析部会  

 ・租税原則としての「成長」 

  ―藤谷武史 税調専門委員― 

 ・税制と企業会計 

  ―辻山栄子 税調特別委員― 

 

○平成 19 年 7 月 13 日(金) 調査分析部会 

 ・中国の企業課税と日本企業の税制上の諸問題 

  ―近藤義雄 公認会計士― 

・企業税制改革：限界税率と平均税率、税の競争と協調の観点から 

 ―國枝繁樹 税調専門委員― 

 

○平成 19 年 7 月 31 日(火) 調査分析部会 

 ・｢重点戦略の策定に向けての基本的な考え方｣（中間報告） 

     （「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議） 

  ─吉川洋 税調委員─ 

 ・少子化と税制・社会保障 

  ─永瀬伸子 税調特別委員─ 

 ・日本の欠損法人に関する考察 

  ─八塩裕之 税調専門委員─ 

 

○平成 19 年 8 月 3 日(金)  企画会合・調査分析部会合同会議 

 ・持続的成長に求められる福祉政策の充実と費用負担 

  ─沼尾波子 税調専門委員─ 

 ・地方税改革の課題 

     ─小西砂千夫 税調専門委員─ 

・ 地方税・財源の充実と課税自主権 

 ─佐藤主光 税調専門委員─ 

・相続の役割変化と格差の世代間継承について 

 ─駒村康平 慶應義塾大学教授─ 




